
【様式３】事業評価個票

■ □ □ □ □ □
□ （ ）

令和５年度 令和６年度 令和７年度
令和―年度
(最終目標)

単位

回 １２ １２ １２

―回 １２ １３

―

部局・担当課名 農林水産部水産振興課
①漁業情報掲載ホームページの更新回数

活動実績

総合発展計画実施
計画の位置付け

事業名

当初見込み目標指標
②

活動実績

当初見込み

開始/終了(予定)年度農林水産デジタル化推進事業費

施策 [施策１]水産業の担い手育成による生産基盤の強化

経営体当たり海面漁業生産額 Ｒ６年度　834万円

政策の柱、
政策

[政策の柱２] 競争力のある力強い農林水産業の振興・活性化
[政策４] 付加価値の高い水産業の振興

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

令和３

当初見込み

活動実績

/ 未設定 活動指標

事業の目的
　山形県が所有する漁業調査船を用いて、漁業者にとって有益な情報を収集・蓄積し漁業者
へ提供することで、漁業者の計画的な操業を促し、所得向上に寄与する。

目標値 万円

活動実績

単位

当初見込み

成果実績 万円 ６２１

令和４年度

令和４年度

令和５年度 令和６年度 令和７年度
令和６年度
(最終目標)

令和６年度

その他

(評価基準)　「事業の必要性・事業の効率性　Ａ:妥当性が高い/Ｂ:おおむね妥当である/Ｃ:妥当性が低い」
　　　　　　　 「事業の有効性（達成度）　Ａ:目標を上回る成果、活動見込を上回って達成(100%以上)/Ｂ:おおむね目標どおりの成果、活動見込をおおむね達成(80%以上100%未満)/Ｃ:目標を下回る成果、活動見込を下回った(80%未満)」

その他特定財源

一般財源 ５,３０９

計 －

事業概要
（令和５年度の

実施内容）

直接実施 委託・請負 補助 負担 交付 貸付

【概要】漁業試験調査船「最上丸」を用いて収集・蓄積した情報を漁業者へ提供。
【提供方法】漁業情報掲載ホームページ及び水産研究所公式ＬＩＮＥで公表
【提供情報】・水温情報
　　　　　　・スルメイカ漁場形成情報
　　　　　　・重要魚種の魚群分布情報、魚群探知機画像、魚群分析結果、海底地形情報

当初予算額
（単位:千円）

－ ６,６０３ ６,１３９ ５,３０９

上記実施方法とする理由：
本県漁業者の必要とする漁海況情報を迅速かつ効率的に調査できる
民間調査船等がないため

実施方法

予算見積書グループ名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

財源内訳
（単位:千円）

事
業
の

必
要
性

事
業
の
効
率
性

事
業
の
有
効
性

（
達
成
度

）

項目

事業の目的が県民や社会のニーズを的確に反映し、成果指標の明確な達
成手段として位置づけられ、優先度の高い事業となっているか。
また、市町村・民間等に委ねることができない事業なのか。

支出先の選定や受益者との負担関係は妥当であるか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してよ
り効果的あるいは低コストで実施できているか。
また、類似事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行っているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。
また、整備された施設や成果物などは十分に活用されているか。

成果実績は成果指標に見合ったものとなっているか。

国庫支出金

県債

事業所管部局による評価・検証（令和６年６月）

評価
（ABC）

A

A

課
題

今
後
の
対
応

　漁場環境の変化等による漁業資源の減少、燃油高等による経費の増加により、漁業者にとって効率
的な操業による漁獲量の確保がより一層求められている。

　収集・蓄積し、漁業者へ提供を行う漁獲データは、漁獲量減少が著しい魚種や魚価単価が高い魚種
など、漁業者の生産性向上に寄与するものを中心に行っていく。
　例えば、漁獲量の減少が著しいスルメイカについては、漁場情報の調査日数を増やし漁獲量向上を
目指すほか、クロマグロの大型個体は、単価が高いが来遊時期や海域が年ごとにばらつきがあること
から、魚群分布情報収集調査を漁期開始後に複数回実施する。

目標値

達成度 ％

達成度 ％

目標値

成果実績

目標値

達成度 ％

成果実績

６０４

②

③

成果指標（所管部局の分析）

③

④

８３４８３４８２４７９８①経営体当たり海面漁業生産額

評価に関する説明

水産資源の減少や燃油をはじめとした経費の増大により、漁業において効率的な操業が強く求められており、当事
業で得られる漁場データは、漁業者にとって必要不可欠な情報である。事業の執行にあたっては、試験調査船で
データを収集をする必要があり、試験調査船を持たない市町村や民間へ委ねることはできない。

試験調査船による調査や情報提供は、漁業振興や資源管理等に資する全国的な業務として、広域的に他県と連
携しながら実施しているものであり、漁業者に負担を求めるような性質のものではなく、国や他県でも負担を徴収し
ている例はないことから、県が費用を支出し漁業者に負担を求めないことは妥当である。

収集する魚群分析情報について、漁業者の所得への寄与が大きい付加価値の高い魚種に絞って、
データ収集を行うことで、一定の事業効果を確保しつつ、より低コストで事業を実施できている。

④

活動指標及び成果指標設定の考え方

本事業による取組状況は、漁業情報の提供頻度によって明らかになることから、活動指標には「漁業情報掲載ホームページの更新回数」を設
定した。また、本事業は、漁業者の計画的な操業を促し所得向上に寄与するものであることから、成果指標には「経営体当たり海面漁業生産
額」を設定した。

成果指標及び
成果実績

（アウトカム）

成果実績

0%0%73%78%％達成度

２,８５５

令和５年度は漁業者から要望等を聞き取り、提供する情報を充実させたことで目標を上回る活動実績
となった。当該データは漁に不可欠なものとなっており、漁業者の多くが活用している。

令和５年は、本県の主力魚種であるスルメイカやハタハタの漁獲量が大きく減少し、漁獲量全体につ
いても過去５カ年平均比61％と平成元年以降で最も少ない記録的不漁となり、目標を下回る実績と
なった。

①

②

③

④

リアルタイム漁場データの共
有化

A

２,９８４

計 － ５,５８５

５,５８５

A

C

２,６０１ ３,１０８

５,３０９

３,４９５ ３,２８４

６,６０３ ６,１３９ ５,３０９

５,５８５ ６,６０３ ６,１３９



農林水産デジタル化推進事業費 G10リアルタイム漁場データの共有化

調査データの発信方法

釣獲試験結果表

年スルメイカ釣獲試験記録
調査機関 調査船

第　　 次航海 第 1 次操業 調査員

釣獲試験記録 海洋観測結果
（Sｔn. 1 ) N Ｅ

N 39 度 36.1 分 9 月 11 日
E 137 度 42.4 分 17 時 59 分～ 18 時 9 分
N 39 度 41.2 分
E 137 度 40.8 分 水温・塩分

操業時間
開始 9 月 11 日 19 時 0 分
終了 9 月 12 日 4 時 0 分
操業時間 時間
釣機台数 台

漁獲尾数
CPUE
（釣機1台1時間あたりの漁獲尾数）

操業水深～ ｍ
主な漁獲時刻 - 51尾

外套背長組成（cm）

記事

尾

記号

3:00 4:00

天気

34.331
34.392
34.191

150m 9.70

雄

34.068

０m
10m

0

0
雲量・雲形

気象・海象

200m
300m 1.49

100

0

0
2
0
0
0
0
0

計
成熟率(%)

0 0

0
0
9

22

0
0

22
31

10
4

水色・透明度（m）

海深（m）

0

0

雌

32cm～

29cm～
30cm～

22cm～
23cm～
24cm～

27cm～
28cm～

31cm～

26cm～

13cm～
14cm～
15cm～
16cm～
17cm～
18cm～
19cm～
20cm～
21cm～

標識放流

9.00
6

90

～10cm 0
10cm～
11cm～

2023

観測位置
開始位置

終了位置

日時

12cm～
0

25cm～

75m
100m

－
1476

平均重量　124g/尾（50尾重量　6.2kg）

20m
27.58
27.37

30m
50m

22.31
17.41

4.52
34.058

33.922

1・1
気圧(hpa）

波浪・うねり

風向・風速

気温（℃）

1011.3
27.0

水温

最上丸

槇

山形県水産研究所

39-35.9Ｎ 137-42.5

塩分
27.7

2.37
128

N・5.0m/s

－
33.297
33.427

bc
5

12.77
15.59

34.067

以前

県漁協や漁業者にFAXや回送で情報提供
・FAXは帰港時のみ発信可能
・帰港後に研究員がデータを見やすく加工
してから提供するため、タイムラグが発生

現在

専用ホームページにて
・漁獲データ
・魚群探知機画像
・調査地点の水温
などのデータを即時公開

情報更新はLNEでお知らせ

水産研究所の専用HPで即日情報提供
・衛生通信で船上からも発信可能
・更新をLINEで通知することで、漁業者もタイムラグなく確認可能



【様式３】事業評価個票 衛星リモートセンシングによる「つや姫」生育診断

■ □ □ □ □ □
□ （ ）

令和５年度 令和６年度 令和７年度
令和６年度
(最終目標)

単位

地域 ２ ３ ４

地域 ２ ３

４

部局・担当課名 農林水産部農業技術環境課
①生育診断の実証地域数（累計）

活動実績

総合発展計画実施
計画の位置付け

事業名

当初見込み目標指標
②

活動実績

当初見込み

開始/終了(予定)年度農林水産デジタル化推進事業費【Ｇ１】

施策 [施策４] スマート農業の展開

新規就農者数の東北における順位 Ｒ６年度　東北１位

政策の柱、
政策

[政策の柱２] 競争力のある力強い農林水産業の振興・活性化
[政策１]やまがたの農業を支える人材の育成と基盤形成

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

令和３

当初見込み

活動実績

/ 令和６ 活動指標

事業の目的
担い手不足や他産地との競争に打ち勝つため「みんなが使えるスマート農林水産業」の実現
に向けた、大規模なデジタル技術の実装を図る。

目標値 件

活動実績

単位

当初見込み

成果実績 件 １３４

令和４年度

令和４年度

令和５年度 令和６年度 令和７年度
令和６年度
(最終目標)

令和６年度

その他

(評価基準)　「事業の必要性・事業の効率性　Ａ:妥当性が高い/Ｂ:おおむね妥当である/Ｃ:妥当性が低い」
　　　　　　　 「事業の有効性（達成度）　Ａ:目標を上回る成果、活動見込を上回って達成(100%以上)/Ｂ:おおむね目標どおりの成果、活動見込をおおむね達成(80%以上100%未満)/Ｃ:目標を下回る成果、活動見込を下回った(80%未満)」

その他特定財源

一般財源 ３,６２２

計 －

事業概要
（令和５年度の

実施内容）

直接実施 委託・請負 補助 負担 交付 貸付

・人工衛星から得られた水稲圃場データを解析し、生育状況を数値化して生育診断するシス
テムを構築し、これを活用して栽培管理の精度向上及び省力化と産地全体の品質レベル向上
を図るもの。

・令和５年度は村山、庄内地域に加え、新たに置賜地域で実証を行った。

当初予算額
（単位:千円）

－ ４,５１８ ７,０７０ ７,０３１

上記実施方法とする理由： 県が開発した生育診断システムの実証段階の取組であるため
実施方法

予算見積書グループ名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

財源内訳
（単位:千円）

事
業
の

必
要
性

事
業
の
効
率
性

事
業
の
有
効
性

（
達
成
度

）

項目

事業の目的が県民や社会のニーズを的確に反映し、成果指標の明確な達
成手段として位置づけられ、優先度の高い事業となっているか。
また、市町村・民間等に委ねることができない事業なのか。

支出先の選定や受益者との負担関係は妥当であるか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してよ
り効果的あるいは低コストで実施できているか。
また、類似事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行っているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。
また、整備された施設や成果物などは十分に活用されているか。

成果実績は成果指標に見合ったものとなっているか。

国庫支出金

県債

事業所管部局による評価・検証（令和６年６月）

評価
（ABC）

A

A

課
題

今
後
の
対
応

　衛星リモートセンシングによる生育診断技術を県内に波及させ、生産現場で効果的な生産対策を実
践するためには、取組技術の周知を図り、技術情報を共有するための組織化が必要であるが、実証期
間が短く組織化の合意に至っていない地域がある。

　Ｒ６年度の実証を継続しながら、生産現場における組織化の取組みを加速する。
　現場からは、県全体で「つや姫」等の品質向上、収量の安定を図るためにも、引き続き県が主体と
なった運用を強く要望されており、実装する際に県が担う部分を明確にし、現地の組織と役割分担し
て運用していく。

目標値

達成度 ％

達成度 ％

目標値

成果実績

目標値

達成度 ％

成果実績

２１１

②

③

成果指標（所管部局の分析）

③

④

１５０１５０１３５１２０①スマート農業の取組件数（累計）

評価に関する説明

本事業は、省力的な圃場管理に資する内容の実証であり、現場ニーズに合ったものである。
構築したシステムには県が開発した機能（研究成果）を反映させており、県以外では実施できない。

R５年度は県が主体となった実証であり、生産者に負担は求めていないが、将来的に受益者負担での
運用とすべく検討を進めている。

従来は圃場ごとに手作業での調査で生育診断を行っており、調査できる圃場数は限られていたが、本
システムを活用することで広域に効率的な診断が可能となった。

④

活動指標及び成果指標設定の考え方

本事業は、先行して実証を開始した地域の成果や課題を県全域で共有しながら、実証地域を県全域に拡大し、本事業の現地での実装に向けた
組織化を加速することを目的としているため、実証地域数を活動指標として設定した。
また、本事業は実証や関連事業における成果、研修等を通じて、スマート農業技術への理解を深め、農業分野におけるスマート農業技術の現
場への導入・実装を図ることを目的としているため、県内のスマート農業の取組件数を成果指標として設定した。

成果指標及び
成果実績

（アウトカム）

成果実績

0%0%156%112%％達成度

３,４３７ ３,４０９

実証地域は計画どおり増加している。
先行して実証した地域では、本システムは生産現場で広く活用されており、高い評価を得ている。

成果実績は目標を上回った

①

②

③

④

衛星リモートセンシングによ
る「つや姫」生育診断

A

３,０８８

計 － ５,９７７

５,９７７

A

A

２,８８９ ２,１６０

７,０３１

２,３５８ ３,６３３

４,５１８ ７,０７０ ７,０３１

５,９７７ ４,５１８ ７,０７０



 

農林水産デジタル化推進事業（G1、G3）の主な実績（R5） 

 
基本戦略１：意欲ある多様な担い手の育成・確保 

戦略分野①：人材育成・確保 ～次代を担い、地域を支える新規就農者と東北・山形の農業を支える高度な人材の育成～ 

 

プロジェクト プロジェクト９  スマート農業普及加速プロジェクト 基本戦略 1-戦略分野②-(5) 

担当課 農業技術環境課 推進組織・会議 － 

プロジェクトの

方向性 

○施設栽培の環境制御技術や農薬散布ドローンなど収益性が高く省力効果の大きい技術の開発・実証を

行うとともに、その活用方法の周知を行い、農業人材の育成を通した、スマート農業の普及を加速する。 

主な推進事業予算 

【ソフト】 

・農林水産デジタル化推進事業費（農政・政Ｐ９） 

・土地利用型作物技術開発事業費（政Ｐ２４） 

・野菜産地ランクアッププロジェクト事業費（園芸課政Ｐ１３） 

・試験研究費（畜産振興課） 

・園芸作物基盤技術開発事業費（政Ｐ２２） 

・山形さくらんぼブランド力強化プロジェクト事業費（園芸課政Ｐ６） 

・技術革新による「園芸大国やまがた」加速化事業費（政Ｐ２３） 

・地球温暖化対応プロジェクト総合戦略事業費（政Ｐ４） 

目標指標 
 

上段：目標 

下段：実績 

スマート農業の取組件数（累計） 

現況 R3 R4 R5 R6 

77 件(R1) 
105 件 120 件 135 件 150 件 

112 件 134 件 211 件 未公表 
 

令和５年度の取組実績 令和６年度の取組予定 

１ 令和５年度の主な取組状況 

・少ない労力でできる農業の実現、生産性が高い農業の実現、意欲ある若手への熟練技術の継承

の方向性でスマート農業技術の現地実証を行い、水稲の水管理等において省力効果を確認。 

・土地利用型作物、果樹、野菜、花き、畜産の各部門でスマート農業技術の研究開発を実施し、新

しい技術を研究成果として活用。 

 

ⅰ）技術の開発・実証 

【令和５年度の取組実績】 

○生産効率の高い技術、省力化技術の研究開発で次の 10 研究課題を実施 

アルストロメリアの環境制御技術の開発、おうとう新樹形の栽培管理技術の開発、省力大

規模生産を可能とするすいか栽培技術の開発、水稲作におけるデータ駆動型農業実践モ

デルの構築、高度環境制御技術を用いたトマト超多収生産技術の開発、環境制御と電解

次亜塩素酸水を利用したばらの灰色かび病発生軽減技術の開発、おうとうの機械収穫技

術の開発（山大委託）、画像解析による各繁殖ステージの母豚飼養管理手法の確立、ICT

機器を利用した乳牛の暑熱ストレスモニタリング技術の確立、GNSS（全球測位衛星システ

ム）農機を利用した大豆の播種・管理体系の構築 

○高精度位置補正の自動飛行ドローン、自動操舵トラクター精密作業の実証 

水稲除草剤散布作業を実施（東根市 5 月）・秋耕の実証試験（東根市 10 月） 

○環境制御の実証：きゅうり（山形市）、アスパラガス（酒田市）のハウスに自動巻き上げ装置と

環境モニタリング装置を設置して栽培環境データを観測、データ蓄積。 

 

１ 令和６年度の取組みの推進方向と主な内容 

・施設栽培の環境制御技術や農薬散布ドローンなど、収益性が高く省力効果の大きい技術の開

発・実証を実施。 

・スマート農業技術を十分に使いこなす農業人材を育成。 

・各現地実証、研究を継続し、スマート農業普及拡大に向けたスマート農業の周知及び技術開発

を行う。 

ⅰ）技術の開発・実証 

【令和６年度の取組予定】 

・生産効率の高い技術、省力化技術の研究開発で次の１２研究課題を実施 

おうとう新樹形の栽培管理技術の開発、環境制御と電解次亜塩素酸水を利用したばらの灰

色かび病発生軽減技術の開発、ICT 機器を利用した乳牛の暑熱ストレスモニタリング技術の

確立、GNSS（全球測位衛星システム）農機を利用した大豆の播種・管理体系の構築、デー

タ駆動型農業実践モデルの構築、疎播・疎植を活用した水稲低コスト栽培技術の開発、大

規模経営体向け超効率作業体系の確立、りんごわい化栽培技術の開発、データ活用による

きゅうりのスマートグリーンハウス化技術の開発、高度環境制御技術を用いたトマト超多収技

術の開発 

 

 

 

 

 



 

 

 

ⅱ）技術の普及加速 

【令和５年度の取組実績】 

○衛星リモートセンシングを活用した生育管理の実践。「スマートつや姫広域実証研究会」に

よる実演会の開催、圃場巡回における生育診断マップ活用等を実施 

○環境モニタリングのための気象センサー及び水田センサーを各農業技術普及課単位に順

次設置し、観測データを生産者と共有（講習会等で活用） 

○気象センサーを活用したすいかの炭そ病発生予測、積算気温による収穫適期予測システ

ムの試験運用及び精度検証 

 

 

ⅲ）技術を活用する人材の育成 

【令和５年度の取組実績】 

○農林大学校において公開講座「スマート農林業Ⅰ」を開催（農林大学校学生及び一般生

産者を対象とした講義と実演） 

〇各総合支庁産地研究室に於いて自走式のロボット草刈り機を常設展示し、その有用性等

を生産者に紹介する場を整備 

 

２ 令和５年度の取組みの評価及び課題 

・各試験研究、各実証等、計画どおりに実施できている。 

・実証しているスマート農業技術の周知を図り、多くの農業者が取り組めるようスマート農業への理

解を深めていく必要がある。 

 

ⅱ）技術の普及加速 

【令和６年度の取組予定】 

・衛星リモートセンシング生育診断の実践地域の拡大（最上地域を加え、県全域に拡

大）。「スマートつや姫広域実証研究会」による実演会の開催、水稲圃場巡回における

生育診断マップ活用等を実施 

・環境モニタリングのための気象センサー及び水田センサーを各農業技術普及課単位

に設置、観測データの利用拡大とデータ蓄積によるデータ精度検証及び病害予測精度

向上 

・気象センサー設置によるすいかの炭そ病発生予測、積算気温による収穫適期予測を

実践・実証試験、年次変動の検証、評価を継続 

 

ⅲ）技術を活用する人材の育成 

【令和６年度の取組予定】 

・農業者を対象としたスマート農業技術講座の開催（農林大学校） 

・ロボット草刈機の常設展示・実証によるスマート農業機器の理解醸成（各産地研究室） 

 
 

 



【様式３】事業評価個票 新たな環境モニタリング技術の現地実装

■ □ □ □ □ □
□ （ ）

令和５年度 令和６年度 令和７年度
令和６年度
(最終目標)

単位

人 ７００ １,０００ １,４００

人 ６３３ ８９７

１,４００

部局・担当課名 農林水産部農業技術環境課
①低温アラート登録者数（年度末累計、
開始時登録者は240人）

活動実績

総合発展計画実施
計画の位置付け

事業名

当初見込み目標指標
②

活動実績

当初見込み

開始/終了(予定)年度農林水産デジタル化推進事業費【Ｇ３】

施策 [施策４] スマート農業の展開

新規就農者数の東北における順位 Ｒ６年度　東北１位

政策の柱、
政策

[政策の柱２] 競争力のある力強い農林水産業の振興・活性化
[政策１]やまがたの農業を支える人材の育成と基盤形成

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

令和３

当初見込み

活動実績

/ 令和６ 活動指標

事業の目的
担い手不足や他産地との競争に打ち勝つため「みんなが使えるスマート農林水産業」の実現
に向けた、大規模なデジタル技術の実装を図る。

目標値 件

活動実績

単位

当初見込み

成果実績 件 １３４

令和４年度

令和４年度

令和５年度 令和６年度 令和７年度
令和６年度
(最終目標)

令和６年度

その他

(評価基準)　「事業の必要性・事業の効率性　Ａ:妥当性が高い/Ｂ:おおむね妥当である/Ｃ:妥当性が低い」
　　　　　　　 「事業の有効性（達成度）　Ａ:目標を上回る成果、活動見込を上回って達成(100%以上)/Ｂ:おおむね目標どおりの成果、活動見込をおおむね達成(80%以上100%未満)/Ｃ:目標を下回る成果、活動見込を下回った(80%未満)」

その他特定財源

一般財源 ３,３４５

計 －

事業概要
（令和５年度の

実施内容）

直接実施 委託・請負 補助 負担 交付 貸付

（１）IoT気象センサーによるリアルタイムデータを活用した収穫や病害発生等の予測
・水稲、果樹、野菜の圃場において、小型気象観測装置での環境モニタリングにより、収穫
予測や病害発生の予測を行うほか、降霜対策実施のための低温アラートシステムを運用

（２）環境制御装置による野菜パイプハウス栽培の省力化・収量向上
・本県で主流のパイプハウスに環境制御装置を装備して栽培管理を自動化し、省力化を図り
収益性の向上効果を実証

当初予算額
（単位:千円）

－ ３,９８８ ３,８７７ ３,３４５

上記実施方法とする理由： 県が構築したシステムの実証段階の取組であるため
実施方法

予算見積書グループ名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

財源内訳
（単位:千円）

事
業
の

必
要
性

事
業
の
効
率
性

事
業
の
有
効
性

（
達
成
度

）

項目

事業の目的が県民や社会のニーズを的確に反映し、成果指標の明確な達
成手段として位置づけられ、優先度の高い事業となっているか。
また、市町村・民間等に委ねることができない事業なのか。

支出先の選定や受益者との負担関係は妥当であるか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してよ
り効果的あるいは低コストで実施できているか。
また、類似事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行っているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。
また、整備された施設や成果物などは十分に活用されているか。

成果実績は成果指標に見合ったものとなっているか。

国庫支出金

県債

事業所管部局による評価・検証（令和６年６月）

評価
（ABC）

A

A

課
題

今
後
の
対
応

　「低温アラート」は、元々は３か年の実証事業として始めたものであり、実証期間終了後は個々の
生産者が必要に応じ、自ら低温アラートシステムのセンサーを導入し、活用していくことを想定して
いたが、運用開始以降、凍霜害の被害防止に大きな効果を発揮するなど、特に果樹の生産現場では防
霜対策実施の判断をする上でなくてはならないものとなっている。

　「低温アラート」は、県の農業情報サイト上で運用しており、近年頻発している凍霜害の対策技術
の指導において重要な役割を担っていることから、引き続き県の指導ツールとして活用していくこと
が必要と考える。
　「低温アラート」以外の病害発生予測やハウスでの環境制御等は、市やJA等への運用移行を検討し
ている。

目標値

達成度 ％

達成度 ％

目標値

成果実績

目標値

達成度 ％

成果実績

２１１

②

③

成果指標（所管部局の分析）

③

④

１５０１５０１３５１２０①スマート農業の取組件数（累計）

評価に関する説明

本事業は、省力的な圃場管理に資する内容の実証であり、現場ニーズに合ったものである。
運用する各種システムは、県が構築したものであるため、県以外では実施できない。

R５年度は県が主体となった実証であり、生産者に負担は求めていないが、一部のシステムは将来的
に受益者負担での運用とすべく検討を進めている。

従来は経験に頼ったハウスの環境制御や、防除作業となっていたが、各システムを活用することで気
象データを基にした自動制御や適時の防除が可能となった。

④

活動指標及び成果指標設定の考え方

本事業による取組状況は、県が構築した降霜対策のための低温アラートシステムの活用状況によって明らかになることから、低温アラートの
登録者数を活動指標として設定した。また、本事業は実証や関連事業における成果、研修等を通じて、スマート農業技術への理解を深め、農
業分野におけるスマート農業技術の現場への導入・実装を図ることを目的としているため、県内のスマート農業の取組件数を成果指標として
設定した。

成果指標及び
成果実績

（アウトカム）

成果実績

0%0%156%112%％達成度

１,８７７

各システムは生産現場で広く活用されており、高い評価を得ている。
防霜対策実施のための低温アラートは、特に果樹栽培では必要不可欠なものとなっている。

成果実績は目標を上回った

①

②

③

④

新たな環境モニタリングの現
地実装

A

５,８７２

計 － １１,６１８

１１,６１８

B

A

５,７４６ １,９３２

３,３４５

２,０５６ ２,０００

３,９８８ ３,８７７ ３,３４５

１１,６１８ ３,９８８ ３,８７７



【様式３】事業評価個票

□ ■ □ □ □ □
□ （ ）

　

評価に関する説明

(評価基準)　「事業の必要性・事業の効率性　Ａ:妥当性が高い/Ｂ:おおむね妥当である/Ｃ:妥当性が低い」
　　　　　　　 「事業の有効性（達成度）　Ａ:目標を上回る成果、活動見込を上回って達成(100%以上)/Ｂ:おおむね目標どおりの成果、活動見込をおおむね達成(80%以上100%未満)/Ｃ:目標を下回る成果、活動見込を下回った(80%未満)」

今
後
の
対
応

リーダー育成塾での実効性のある研修内容により、これまでの卒業生からは、その後の法人化や経営
の大規模化、販売額の向上など、その成果が着実に得られているところであり、これまでの事業内容
を検証しつつ、Ｒ７以降の事業展開を検討していく。

事
業
の
有
効
性

（
達
成
度

）

活動実績は見込みに見合ったものであるか。
また、整備された施設や成果物などは十分に活用されているか。

A 毎年募集人数10名程度に対して、13～15名の塾修了生を輩出している。

成果実績は成果指標に見合ったものとなっているか。 A
本事業を経て、各人が経営への課題意識を持ち、自らビジネスプランを作成・実行することで、令和５
年度に目標を達成した。

課
題

農業従事者が急速に減少する中で、離農する農家の受け皿となり、農地の荒廃を防ぐとともに新たな
雇用を創出し、かつ高い生産性をもって地域を牽引する基幹的経営体については、継続的に育成・確
保することが必要。

事
業
の

必
要
性

事業の目的が県民や社会のニーズを的確に反映し、成果指標の明確な達
成手段として位置づけられ、優先度の高い事業となっているか。
また、市町村・民間等に委ねることができない事業なのか。

A
農業人口の不足分を補うためには、高い生産力と経営力を備え他産業と遜色ない水準の所得を確保
できるトップランナーや、地域に雇用を生み出す企業的な経営を実践するスーパートップランナーの育
成が必要

事
業
の
効
率
性

４,３２８ ４,０９５ ３,８９７ ３,７０１

事業所管部局による評価・検証（令和６年６月）

財源内訳
（単位:千円）

１４７

計

支出先の選定や受益者との負担関係は妥当であるか。 A 委託事業者については公募型プロポーザル方式により適切に選定している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してよ
り効果的あるいは低コストで実施できているか。
また、類似事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行っているか。

A 民間と連携した事業となっており、効果的に実施できている。

項目 評価
（ABC）

１４７

一般財源 ２,１４４ ２,０２７ １,９０４ １,８０９

１,７４５

本事業による取組状況は塾修了生の人数で明らかになることから活動指標には「塾修了生の人数」を、塾修了生のその後の取組状況が経営状
況に直接寄与することから成果指標には「塾修了生のうち、売上向上、経営コスト削減、法人化等のいずれかの目標を達成した人数」を設定
した。
なお、成果指標の設定水準は、塾修了生の９割の人数を設定した。

県債

その他特定財源

国庫支出金 ２,０３７ １,９２１ １,８４６

１４７ １４７

④ 達成度 ％

③ ④

成果実績

目標値

②

当初予算額
（単位:千円）

①
農業経営へのデジタル技術の
導入（育成塾）

４,３２８ ４,０９５ ３,８９７ ３,７０１ 達成度

計 ４,３２８ ４,０９５ ３,８９７ ３,７０１ 活動指標及び成果指標設定の考え方

％

予算見積書グループ名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 目標値

貸付
その他

達成度 ％
実施方法

直接実施 委託・請負 補助 負担 交付

事業概要
（令和５年度の

実施内容）

○実施主体：山形県立農林大学校
○研修期間：令和５年７月20日～令和６年２月15日（９日間）
　　　　　　７月20日（木）に開講式を開催し、以降、月１回ペースで対面での講座を
　　　　　　開催。このほか、オンライン講座やオンラインでの個別指導、卒塾生との
　　　　　　交流会を実施。
○事業委託先：株式会社マイファーム（公募型プロポーザルで決定）
○研修内容（カリキュラム）：経営管理、労務管理、マーケティング、事業計画、
　　　　　　　　　　　　　　スマート農業など
○研修時間：77.5時間（集合研修、オンライン講座、個別指導含む）
○受講対象者：生産力・収益性の向上を目指すとともに、次のいずれかの目標に向けて
　　　　　　　取り組んでいる若手農業者（概ね50歳以下）
　　　　　　　「法人化」「労働環境の改善」「多様な人材の活用（女性の経営参画や
　　　　　　　農福連携等の取組み）」「地域農業や地域社会に貢献する農業の実現」
　　　　　　　「スマート農業技術の導入」
○令和５年度受講生：13名（令和５年度は全員修了）
○修了証：カリキュラムの80％以上を受講し事業計画を策定・発表、提出した場合交付

④

成果指標及び
成果実績

（アウトカム）

上記実施方法とする理由： 民間事業者のノウハウを生かし効果的に事業目的を達成するため

③

成果実績

0%

②

成果実績

目標値

達成度 ％ 92% 100% 0%

令和４年度
（令和3年度生）

令和５年度
（令和４年度生）

令和６年度 令和７年度
令和６年度
(最終目標)

①塾修了生のうち、売上向上、経営コス
ト削減、法人化等のいずれかの目標を達
成した人数（塾修了生の９割の人数を目
標値に設定）

成果実績 人 １１ １４

成果指標（所管部局の分析） 単位

目標値 人 １２ １４ １２ １２

当初見込み

活動実績

－ 当初見込み

事業の目的
スマート農業等の先進技術や多様な人材の活用、労働環境の改善手法などを学ぶ塾を開講
し、地域農業を牽引するリーダーの育成を図る。

③
活動実績

当初見込み

総合発展計画実施
計画の位置付け

政策の柱、
政策

[政策の柱２] 競争力のある力強い農林水産業の振興・活性化
[政策１]やまがたの農業を支える人材の育成と基盤形成

当初見込み 人 (10程度) 10程度 10程度 10程度 10程度

施策 [施策１]多様な担い手の確保

②

活動実績

目標指標 －

令和５年度 令和６年度
令和６年度
(最終目標)

部局・担当課名 農林水産部農業経営・所得向上推進課
①塾修了生

活動実績 人 (13) １５

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 （令和３年度） 令和４年度事業名 農林水産デジタル化推進事業費 開始/終了(予定)年度 令和３ / 令和６

１３



令和５年度 やまがた農業リーダー育成塾 実績について 
第１回 

 

実施日時：７月 20 日（木）10 時 00 分～17 時 15 分 

      ※開講式、オリエンテーションを含む 

場所：村山総合支庁北村山振興局 5 階講堂 

講師：ナカスジファーム 中筋 氏 

   ファームサイド（株）佐川 氏（メイン講師） 

○記念講演：次世代農業者を育て、地域農業を盛り上げる 
○第 1回講義：受講の心得／経営計画の意義と全体像 
 
・受講生 13 名中 11 名出席 

第２回 

 

実施日時：８月 22 日（火）9時 30 分～16 時 45 分 

場所：村山総合支庁本庁舎 4F 会議室 

講師：合同会社 Amahoro 蓜島 氏 

   ウォーターセル（株） 藤原 氏 

○経営資源の活用に向けた課題の棚卸し 
○人材活用とスマート農業 
 
・受講生 13 名中 12 名出席 

第３回 視察 

 

実施日時：９月５日（火） 9 時 00 分～16 時 00 分 

場所： 東根市内 

講師： ①(株)やまがたさくらんぼファーム ②(株)テ 

   ィスコファーム ③よってけポポラ（JA さくら 

   んぼひがしね）コーディネーター 蓜島 氏 

○経営戦略の描き方(現状分析・戦略策定・実践と改善） 
○各論：施策の狙いと効果について（スマート農業の活用／人材活用・ 
    農福連携／販路の見直し／経営管理） 
 
・受講生 13 名中 13 名出席（うち３名は動画視聴） 
 

第４回  

 

実施日時：10 月 16 日（月）9時 30 分～16 時 45 分 

場所：村山総合支庁北村山振興局 5 階講堂 

講師：合同会社 SOZO 吉岡 氏 

○販売(流通)経路の全体像とそれぞれの特徴・価値の発見 
○販路に応じた価値設計（事例解説） 
○自身の強み、特徴を探すセルフワーク 
・受講生 13 名中 12 名出席（うち１名は動画視聴） 

第５回  

 

実施日時：11 月 16 日（木）9時 30 分～18 時 00 分 

場所：山形市民会館 大会議室 

講師：ファームサイド（株）佐川 氏、卒塾生進捗発表： 

    若木 氏（（株）竹寿耕友会）、伊藤氏（（株）Farm おとらふ） 

○講義：環境分析、ビジネスモデルの選択 
○卒塾生進捗報告：事業計画の内容と現在までの進捗、及び質疑応答 
 
・受講生 13 名中 12 名出席（うち１名は動画視聴） 
 

第６回  

 

実施日時：12 月 13 日（水）9時 30 分～18 時 00 分 

場所：村山総合支庁本庁舎 4F 会議室 

講師：公認会計士・税理士 原田 氏 

○決算書に基づく経営管理のポイント 
・経営課題の見つけ方 ・適切な会計のためのポイント 
・収支計画作成の手法 ・キャッシュフロー計算書 
 
・受講生 13 名中 12 名出席（うち１名は動画視聴） 
 

第７－８回 合宿 

 

実施日時：1日目：10 時 00 分～17 時 00 分 

         2 日目：08 時 30 分～15 時 00 分 

場所：ヒルズサンピア山形 蔵王の間 

講師：ファームサイド（株）佐川 氏 

   合同会社 Amahoro  蓜島 氏 

○事業計画Ⅲ、経営計画Ⅱ 
・1日目：行動計画、中期計画（ワーク）、個人ワーク、個別面談 
・2日目：意思決定、企画・構成・プレゼン、個人ワーク、個別面談 
 
・受講生 13 名中 12 名出席（うち１名は 11 日のみ出席） 
 

第９回 経営計画発表会 

 

実施日時：２月 15 日（水）10 時 15 分～16 時 45 分 

場所：村山総合支庁本庁舎 2F 講堂 

講師：ファームサイド（株） 佐川 氏 

      合同会社 Amahoro    蓜島 氏 

○事業計画Ⅳ 
・事業計画の発表 
・質疑応答・アドバイス、総評 
・受講生 13 名中 12 名出席（うち１名は 11 日のみ出席） 

※この他、オンライン講座（過年度講義の動画視聴４時間分を含め延べ 14 時間）、オンラインでの個別指導（延べ 10 時間）、卒塾生交流会を実施 

 

講義風景 

 

講義の様子            ワークの様子      よってけポポラ後藤店長のお話        発表会の様子  


